
○流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則 

平成２２年６月２８日規則第４５号 

改正 

平成２２年１０月２２日規則第５９号 

平成２３年３月２５日規則第５号 

平成２５年３月３０日規則第３０号 

平成２７年２月１３日規則第５号 

平成２７年３月２７日規則第１４号 

平成２７年１１月１８日規則第３７号 

令和５年１２月２５日規則第８３号 

流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 大規模開発事業の届出（第５条―第８条） 

第３章 事前協議（第９条―第１７条） 

第４章 事前協議対象事業における施設整備の基準等（第１８条―第２１条） 

第５章 建築物に関する整備基準（第２２条―第２６条） 

第６章 事前協議対象事業の施行（第２７条・第２８条） 

第７章 勧告等（第２９条・第３０条） 

第８章 雑則（第３１条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、流山市開発事業の許可基準等に関する条例（平成２２年流山市条例

第１４号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例の例による。 

（中高層建築物） 

第３条 条例第２条第１項第４号の規則で定める建築物は、次の各号のいずれかに該当す



るものとする。 

(1) 住居系地域内にある高さ１０メートルを超えるもの（その敷地の一部が住居系地

域にあるものを含み、第３号に該当するものを除く。） 

(2) 非住居系地域及び市街化調整区域内にある高さ１５メートル（商業地域にあって

は２０メートル）を超えるもの 

(3) 第一種低層住居専用地域内にある軒の高さ７メートルを超えるもの（その敷地の

一部が第一種低層住居専用地域内にあるものを含む。）又は地階を除く階数が３以上

のもの 

（事前協議対象事業） 

第４条 条例第２条第１項第１１号カの規則で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

(1) ワンルーム建築物 

(2) 特定用途建築物 

２ 条例第２条第１項第１１号クの規則で定める事項は、事業区域、工事の着手時期、事

業者、事業区域に係る土地所有者及び開発事業に係る工事の施工者とし、同号クの当該

事項を勘案して規則で定める要件は、別表第１の要件の欄に定めるとおりとする。 

第２章 大規模開発事業の届出 

（届出） 

第５条 条例第６条第１項の規定による届出は、土地利用（変更）計画届出書（別記第１

号様式）に次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1) 位置図（縮尺２，５００分の１以上のもの） 

(2) 現況平面図（縮尺５００分の１以上のもの） 

(3) 公図写し（縮尺６００分の１以上のもの） 

(4) 開発事業の概要を示した図書 

(5) その他市長が必要と認める図書 

２ 条例第６条第３項の閲覧は、次に掲げる期間、場所及び方法において行うものとする。 

(1) 期間 条例第１４条第１項の協定を締結するまでの間 

(2) 場所 開発行為の許可を担当する課又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第６条の建築確認を担当する課 

(3) 方法 閲覧申出書（別記第２号様式）によらなければならない。 

（土地利用計画板） 



第６条 条例第７条第１項の規則で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 事業区域に含まれる地域の名称及び事業区域面積 

(2) 予定建築物等の用途及び計画戸数 

(3) 予定建築物等の概要 

(4) 工事着手予定年月日及び工事完了予定年月日 

(5) 事業者、設計者及び工事施行者の氏名及び住所（法人である場合は、名称及び所

在地） 

(6) 土地利用計画板の設置年月日 

２ 条例第７条第１項の土地利用計画板は、別記第３号様式によらなければならない。 

３ 条例第７条第３項の規定による届出は、土地利用計画板（事業公開板）設置届出書

（別記第４号様式）によらなければならない。 

（土地利用計画の説明） 

第７条 条例第８条第１項の規定により近隣住民等に説明するときは、少なくとも次に掲

げる事項について行わなければならない。 

(1) 事業区域及び土地利用計画 

(2) 予定建築物等の用途、規模、形態及び構造 

(3) 開発事業の期間、工法、作業方法及び工事車両等の通過経路 

(4) 開発事業に伴って生ずる周辺の生活環境に及ぼす影響及びその対策 

２ 条例第８条第３項の規定による報告は、近隣住民等説明実施報告書（別記第５号様

式）により行わなければならない。 

（届出の変更） 

第８条 条例第９条第１項の規定による変更の届出は、土地利用（変更）計画届出書（別

記第１号様式）により行わなければならない。 

第３章 事前協議 

（事前協議） 

第９条 条例第１０条第１項の規定による協議は、事前協議（変更）申請書（別記第６号

様式）を市長に提出して行わなければならない。 

２ 前項の事前協議申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1) 設計説明書（別記第７号様式）（ワンルーム建築物の場合を除く。） 

(2) ワンルーム建築物概要書（別記第８号様式）（ワンルーム建築物の場合に限



る。） 

(3) 入居管理計画書（別記第９号様式）（ワンルーム建築物の場合に限る。） 

(4) 位置図（排水流末経路及び資材搬入経路を記入し、縮尺２，５００分の１以上の

もの） 

(5) 公図写し（縮尺６００分の１以上のもの） 

(6) 現況平面図（縮尺５００分の１以上のもの） 

(7) 土地利用計画図（縮尺５００分の１以上のもの） 

(8) 造成計画平面図（縮尺５００分の１以上のもの） 

(9) 給排水施設計画平面図（縮尺５００分の１以上のもの） 

(10) 建物計画平面図及び立面図（一戸建て住宅の場合を除く。） 

(11) 日影図（中高層建築物の場合に限る。） 

(12) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

３ 条例第１０条第３項の規定により事前協議申請書を公衆の閲覧に供する場合において

は、第５条第２項の規定を準用する。 

４ 市長は、事前協議申請書の提出があったときは、協議すべき事項について事業者に通

知するものとする。 

５ 事業者は、前項の規定による協議すべき事項について協議したときはその結果を、協

議結果報告書（別記第１０号様式）により市長に報告しなければならない。この場合に

おいて事業者が施行しようとする事前協議対象事業が条例第２条第１１号ア、イ及びク

（開発行為に限る。）に該当するときは、公共施設の管理者等に関する事項（別記第１

１号様式）を添付しなければならない。 

（事業公開板） 

第１０条 条例第１１条第１項の規則で定める事項は、第６条第１項各号に掲げる事項と

する。この場合においては、同項第６号中「土地利用計画板」とあるのは「事業公開

板」と読み替えるものとする。 

２ 条例第１１条第１項の事業公開板は、別記第３号様式によらなければならない。 

３ 条例第１１条第２項の規定による届出は、別記第４号様式により行わなければならな

い。 

（近隣住民等への説明等） 

第１１条 条例第１２条第１項又は第２項の規定により近隣住民等に説明する場合におい



ては、第７条第１項及び第２項の規定を準用する。 

（協議及び調整） 

第１２条 条例第１３条第２項の要望書は、別記第１２号様式とする。 

２ 条例第１３条第３項の要望書の写しの送付は、要望書送付書（別記第１３号様式）に

より行うものとする。 

３ 条例第１３条第４項の回答書は、別記第１４号様式とする。 

４ 条例第１３条第５項に規定する回答書の写しの送付は、回答書送付書（別記第１５号

様式）により行うものとする。 

５ 条例第１３条第７項の閲覧を希望する者は、閲覧申出書（別記第２号様式）を市長に

提出しなければならない。 

６ 条例第１３条第７項の規定により近隣住民等説明実施報告書、要望書及び回答書を公

衆の閲覧に供する場合においては、第５条第２項の規定を準用する。 

（協定締結の報告） 

第１３条 条例第１４条第３項の規定による報告は、協定締結報告書（別記第１６号様

式）によるものとする。 

（計画内容の変更協議） 

第１４条 条例第１５条第１項の規定による協議は、事前協議（変更）申請書（別記第６

号様式）に、事業計画の変更に係る第９条第２項各号に掲げる図書並びに変更事項及び

変更理由を記載した図書を添付して行わなければならない。 

２ 前項の事前協議変更申請書の提出があった場合においては、第５条第２項並びに第９

条第４項及び第５項の規定を準用する。 

（軽微な計画内容等の変更） 

第１５条 条例第１５条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものと

する。 

(1) 事業者の氏名又は住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名又は事務所の所在

地）の変更 

(2) 工事施行者の名称、代表者の氏名又は事務所の所在地（個人にあっては、氏名又

は住所）の変更 

(3) 事業区域に含まれる土地の地番の変更 

(4) 設計の変更のうち予定建築物等の敷地の形状の変更。ただし、次に掲げるものを



除く。 

ア 予定建築物等の敷地の規模の１０分の１以上の増減を伴うもの 

イ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので、当該

敷地の規模が１，０００平方メートル以上となるもの 

(5) 変更後の計画内容が条例第４章及び第５章に規定する基準のすべてに適合し、か

つ、事業区域の周辺の居住環境に与える影響が計画内容の変更前に比して変化しない

と市長が認める計画内容の変更 

２ 条例第１５条第２項の規定による届出は、軽微な変更届出書（別記第１７号様式）に

より行うものとする。 

（廃止の届出） 

第１６条 条例第１６条第１項の規定による届出は、事前協議対象事業廃止届出書（別記

第１８号様式）により行うものとする。 

（地位の承継） 

第１７条 条例第１７条第２項の承認を受けようとする者は、地位の承継承認申請書（別

記第１９号様式）に、事業区域の土地について権原を取得したことを証する書面その他

市長が必要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の地位の承継承認申請書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を

審査し、地位の承継承認可否決定通知書（別記第２０号様式）により当該申請書を提出

した者に通知するものとする。 

３ 条例第１７条第３項の規定による届出は、地位の承継届出書（別記第２１号様式）に

より行わなければならない。 

第４章 事前協議対象事業における施設整備の基準等 

（公共施設等の整備の基準） 

第１８条 条例別表第１の２公園、緑地又は広場の項第２号の規則で定める計画人口の算

定方法は、別表第２に定めるとおりとする。 

２ 前項に定めるもののほか、条例別表第１の各項の規則で定める事項は、別表第３によ

る。 

（排水施設の整備の基準） 

第１９条 条例第１９条第２項の規則で定める排水施設を整備するに当たっての基準は、

次の各号に定めるとおりとする。 



(1) 排水施設のうち雨水調整施設は、雨水貯留施設と雨水貯留浸透施設とするものと

する。 

(2) 前号の雨水調整施設の必要容量は、別表第４に定めるところにより算出するもの

とする。 

(3) 排水施設の整備に関する技術的細目については、市長が別に定める。 

（公益的施設の整備の基準） 

第２０条 条例別表第２の各項の規則で定める事項は、別表第５による。 

（その他の基準） 

第２１条 条例別表第３の各項の規則で定める事項は、別表第６による。 

第５章 建築物に関する整備基準 

（子育て支援施設） 

第２２条 条例第２９条の規則で定める子育て支援施設の基準は、次の各号に掲げるとお

りとする。 

(1) 子育て支援施設の床面積を計画戸数に０．２平方メートルを乗じた面積に３０平

方メートルを加算した面積以上とすること。 

(2) 子育て支援施設の床の仕上げはフローリング又はカーペット等室内用の仕様とす

ること。 

(3) 利用する児童及び保護者の安全に配慮されていること。 

２ 事業区域内に集会施設を設ける場合にあっては、当該集会施設は、子育て支援施設を

兼ねることができるものとする。 

（壁面等の後退） 

第２３条 条例第３２条に規定する規則で定める中高層建築物及び特定用途建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境界線までの距離は、別表第７の左欄

に定める建築物の規模又は用途に応じ、それぞれ同表右欄に定める距離とする。 

（中高層建築物の各部分の高さ） 

第２４条 条例第３３条に規定する規則で定める地域の区分及び当該区分ごとに定める中

高層建築物の各部分の高さは、当該部分から隣地境界線までの水平距離に２．５を乗じ

た数値に、区域及び用途地域の区分に応じ別表第８に定める数値を加えた数値とする。

この場合において、各部分の高さの算定はメートルを単位とする。 

（ワンルーム建築物に関する整備基準） 



第２５条 条例第３４条第３項本文の規則で定める管理人室の基準は、次のとおりとする。 

(1) 主に使用する出入口を見通すことができる場所に設置するものであること。 

(2) 管理人室であることが表示されること。 

(3) 受付窓その他管理業務に必要な設備が設置されること。 

２ 条例第３４条第３項ただし書の規則で定める計画戸数は、２０戸とする。 

３ 条例第３４条第４項の規則で定める自動車駐車施設及び自転車駐輪施設の基準は、次

の各号のとおりとする。 

(1) 自動車駐車施設の収容台数は、計画戸数の２分の１以上を確保する。ただし、次

のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

ア 事業区域外に自動車駐車施設を確保し、当該事業区域内の自動車駐車施設の収容

台数との合計が計画戸数の２分の１以上となるとき。 

イ 自動車駐車施設を確保できない者の入居を制限できる旨が入居規約に定められて

いるとき。 

(2) 自動車駐車施設の整備に当たっては、来客用及び管理用の駐車場を事業区域内又

は近接地に確保するよう努めるものとする。 

(3) 自転車駐輪施設の収容台数は、計画戸数以上の台数分を事業区域内に確保するも

のとする。 

４ 条例第３４条第５項の規則で定める周辺環境に対する配慮の基準は、次の各号に掲げ

るとおりとする。 

(1) ごみ収集場を設けるものとし、面積については１戸につき０．２平方メートル以

上とすること。 

(2) 揚水ポンプ、クーラー等から発生する騒音その他の予想される生活音について、

配慮した設備構造であること。 

(3) 玄関等のドア、階段、廊下等は、衝撃音を和らげる工夫がされていること。 

(4) 廊下、バルコニー及びテラスに洗濯機及び乾燥機を設置しないように計画されて

いること。 

(5) 近隣の住民の市民生活を侵害しないように目隠し等の設置がされていること。 

(6) 事業区域内には、空地を確保するとともに、植栽等により緑化に配慮されている

こと。 

(7) 周辺の建築物の状況を考慮し、調和の取れた建築物とされていること。 



（市街化調整区域内の建築物の高さ） 

第２６条 条例第３５条の規則で定める市街化調整区域内において建築物を新築する場合

の当該建築物の高さは、別表第９による。 

第６章 事前協議対象事業の施行 

（工事の着手及び完了の届出） 

第２７条 条例第３６条第１項の規定による届出は、工事着手届出書（別記第２２号様

式）により行わなければならない。 

２ 前項の工事着手届出書には、工事の工程表を添付しなければならない。 

３ 条例第３６条第２項の規定による届出は、工事完了届出書（別記第２３号様式）によ

り行わなければならない。 

４ 前項の工事完了届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1) 竣工図面 

(2) 竣工写真 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（工事完了の検査等） 

第２８条 条例第３７条の規定による通知は、工事完了検査結果通知書（別記第２４号様

式）により行うものとする。 

第７章 勧告等 

（勧告） 

第２９条 条例第３８条の規定による勧告は、勧告書（別記第２５号様式）により行うも

のとする。 

（公表の方法） 

第３０条 条例第３９条第１項の規定による公表は、流山市公告式条例（昭和２６年流山

市条例第１号）第２条第２項に規定する掲示板に掲示する方法によるほか、市広報紙及

び市ホームページへの掲載により行うものとする。 

第８章 雑則 

（委任） 

第３１条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 

（流山市開発事業における事前協議の手続等に関する条例施行規則の廃止） 

２ 流山市開発事業における事前協議の手続等に関する条例施行規則（平成１８年３月規

則第１３号）は、廃止する。 

附 則（平成２２年１０月２２日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２５日規則第５号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月３０日規則第３０号） 

この規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年２月１３日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（適用） 

２ この規則による改正後の流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則の規定は、

この規則の施行の日以降に提出された事前協議に係る事業について適用し、同日前に提

出された事前協議に係る事業については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年３月２７日規則第１４号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１１月１８日規則第３７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。ただし、別表第１２及び別記様式の

改正規定は、公布の日から施行する。 

（適用） 

２ この規則による改正後の流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則別表第１

０の規定は、この規則の施行の日以後に事前協議の申請をした開発事業について適用し、

同日前に事前協議を申請した開発事業については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年１２月２５日規則第８３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年１月１日から施行する。 



（適用） 

２ この規則による改正後の流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則の規定は、

この規則の施行の日以降提出された事前協議に係る事業について適用し、同日前に提出

された事前協議に係る事業については、なお従前の例による。 

別表第１（第４条関係） 

条例第２条第１項第１１号クで定める要件 

事項 要件 

事業区域 位置 事業区域が接している場合（道路が介在する場合を含

む。） 

面積 各開発事業の面積の合計が３００平方メートル以上 

工事の着手時期 次の各号のいずれかに該当すること。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」とい

う。）第２９条に基づく開発行為の場合は、先行する開発行為に

ついて法第３６条第３項に基づく工事の完了公告の日から１年以

内（以下「１号要件」という。） 

（２） 法第２９条に基づく開発行為を要しない場合は、先行する

建築行為について全ての建築行為に係る、建築基準法第６条第１

項又は同法第６条の２第１項に基づく確認を受けた日から１年以

内（以下「２号要件」という。） 

（３） 先行する建築行為について建築基準法施行規則（昭和２５

年建設省令第４０号）第１０条の規定による公告があった日から

１年以内（以下「３号要件」という。） 

事業者 事業者が同一と認められるもの 

事業区域に係る

土地所有者 

当該土地所有者が同一と認められるもの 

開発事業に係る 当該工事施工者が同一と認められるもの 



工事の施工者 

（注１） 事前協議対象事業となるのは、この表に規定する事業区域の要件及び工事の

着手時期のいずれかの要件並びに事業者、土地所有者及び工事施行者のいずれかの要

件に該当する場合とする。 

（注２） 事業区域に係る土地所有者には、１号要件に該当する事前協議対象事業にあ

っては、先行する開発行為の完了公告の日から１年以内であって、かつ、事前協議の

申請の日の１年前までの間、２号要件に該当する事前協議対象事業にあっては、先行

する建築行為に係る建築の確認の日の前後１年の間又は３号要件に該当する事前協議

対象事業にあっては、先行する建築行為に係る建築基準法施行規則第１０条の規定に

よる公告の日の前後１年の間にそれぞれ先行する開発事業の事業区域の土地所有者か

らの譲渡により土地所有者となった者を含む。 

別表第２（第１８条関係） 

計画人口の算定方法 

区分 人口算定値 

一戸建住宅 ４人 

集合住宅 住戸の専用面積 ２０平方メートル未満 １人 

２０平方メートル以上３０平方メー

トル未満 

２人 

３０平方メートル以上４０平方メー

トル未満 

２．５人 

４０平方メートル以上５０平方メー

トル未満 

３人 

５０平方メートル以上６０平方メー

トル未満 

３．２人 

６０平方メートル以上７０平方メー ３．５人 



トル未満 

７０平方メートル以上８５平方メー

トル未満 

３．７人 

８５平方メートル以上１００平方メ

ートル未満 

３．８人 

１００平方メートル以上 ４人 

別表第３（第１８条関係） 

公共施設等の整備の基準 

条例別表第１の基準

の欄の規定により規

則で定める事項 

基準 

１ 道路に関する整

備の基準 

（１） 次に掲げる道路については、バリアフリーに配慮した

歩道を設けるものとする。ただし、周辺の状況等により市長

が特に必要がないと認めたときは、この限りでない。 

ア 事業区域内の幅員９メートル以上の道路 

イ 駅前広場に接続する道路 

ウ 商店街に面する道路 

エ 車両の通行が頻繁で歩行者の通行に危険を伴うおそれが

あると予想される道路 

（２） 道路の交差及びすみ切りについては、次によるものと

する。 

ア 交差点の交差角は、原則として直角とする。 

イ 駅前広場等の特別の箇所を除き、同一箇所の同一平面で

５路線以上交差させないこと。 

ウ 道路が同一平面で交差し、又は屈折する場合は、その角

地にすみ切りをしなければならない。ただし、市長が特に



認めたときは、この限りでない。 

（３） 道路の横断勾
こう

配は、路面の種類に応じ、市長が別に定

める。 

（４） 道路（階段状の道路を除く。）の縦断勾
こう

配は９パーセ

ント以下とする。ただし、地形等によりやむを得ないと認め

られる場合には、小区間に限り１２パーセント以下とするこ

とができる。 

（５） 階段状の道路は、地形等によりやむを得ないと認めら

れる場合であり、かつ、歩行の用に供する場合に限り、設置

することができる。 

（６） 前各号に掲げるほか、道路に関する技術的基準につい

ては、市長が別に定めるところによる。 

２ 公園、緑地及び

広場の配置及び形

状 

（１） 居住の用に供する目的で行う開発事業の公園について

は、居住者の利便を考慮し公園の機能が有効に発揮できる位

置及び平坦な場所に配置するものとする。 

（２） 公園等（市に帰属するものに限る。）が道路と接する

部分（公園等が複数の道路に接する場合は少なくとも１つの

道路に接する部分をいう。）は、１０メートル以上とする。 

（３） 公園等の形状は、原則として整形とする。 

３ 消防水利の配

置、構造及び規格 

（１） 防火水槽は、次に掲げる事前協議対象事業に該当する

場合に設置するものとする。 

ア 集合住宅の建築を目的とするものにあっては、事業区域

の面積が３，０００平方メートル以上のもの又は計画戸数

が５０戸以上のもの。この場合において、集合住宅の一部

に事務所及び店舗その他の居住の用に供する部分以外の部

分があるときは、当該居住の用に供する部分以外の用途に

供する部分の面積を消防長が別に定める基準に基づき住戸

の戸数に換算し、これを加算する。 



イ 一戸建ての住宅の建築を目的とするものにあっては、事

業区域の面積が３，０００平方メートル以上のもの。 

ウ ア及びイに規定するもの以外のもので、事業区域の面積

が２，０００平方メートル以上のもの。 

（２） 防火水槽の設置数は、次に掲げる区域（以下「包含区

域」という。）毎に１とする。 

ア 事業区域の用途地域が、商業地域、近隣商業地域及び工

業地域である場合にあっては、事業区域内における半径１

００メートル以内の区域 

イ 事業区域の用途地域が、アに定める用途地域以外の用途

地域である場合にあっては、事業区域内における半径１２

０メートル以内の区域 

（３） 事業区域において、包含区域に含まれない区域があ

り、かつ、当該区域の面積が当該事業区域の面積の３０パー

セント未満であるときは、当該包含区域に含まれない区域に

ついては、防火水槽の設置に替えて消火栓とすることができ

る。 

（４） 第１号に掲げる事前協議対象事業以外の事前協議対象

事業にあっては、包含区域毎に１の消火栓を設置するものと

する。ただし、事業区域のうち、既設の公設の防火水槽又は

消火栓からの距離が第２号に規定する距離までの部分につい

ては、消防車両の進入及び消防活動に支障がないと認められ

るときに限り、消火栓の設置を要しないこととする。 

（５） 防火水槽の位置、構造及び規格は、消防長が別に定め

るところによる。 

（６） 防火水槽の設置については、消防長が別に定めるとこ

ろにより、消防長と協議するものとする。 

（７） 消火栓の規格は、流山市上下水道事業管理者の定める

ところによる。 



別表第４（第１９条関係） 

雨水調整施設の必要容量 

事業区域の規模Ａ（ヘクタール） 貯留量（立方メート

ル） 

堆砂量（立方メート

ル） 

０．０３≦Ａ＜０．５ ６００Ａ １５Ａ 

０．５≦Ａ＜１．０ ８００Ａ １５Ａ 

１．０≦Ａ １３００Ａ １５Ａ 

（注１） 雨水調整施設の必要容量は、貯留量に堆砂量を加算して算出する。 

（注２） 事業区域の面積が３，５００平方メートル以上の場合は、調整池の設置につ

いて市長と協議すること。 

（注３） 貯留量には、浸透量を含めない。浸透量については、市長が別に定める指針

に準じて別途計算を行う。 

別表第５（第２０条関係） 

公益的施設の整備の基準 

種別 基準 

１ ごみ収集場の面

積、位置、構造等 

（１） 面積については、１戸につき０．３平方メートル（ワ

ンルーム建築物にあっては、０．２平方メートル）以上とす

る。 

（２） 位置等については、次に定めるところによる。 

ア 事業区域の隣接地に接して設けないこと。ただし、当該

隣接地の所有者及び占有者並びに当該隣接地に存する建築

物の所有者及び占有者の同意を得たときは、この限りでな

い。 

イ 戸建て住宅の場合は、２０戸まで毎に１箇所とする。 

ウ ２棟以上の集合住宅の場合は、原則として各棟毎に設置

するものとする。 



エ 設置場所は、収集車両の通行が可能で安全かつ円滑に収

集できる場所とし、交差点、袋路状の道路及び幹線道路に

面して設置しないように努めるものとする。 

（３） 構造等は、次に定めるところによる。 

ア 戸建て住宅の場合は、市長が別に定める基準により、飛

散防止対策が講じられているとともに、他の構造物の機能

を兼ねるものでないこと。 

イ 集合住宅の場合は、前号の規定にかかわらず、市長との

協議によるものとする 

（４） 景観に配慮されているものとする。 

２ 消防活動空地等 （１） 消防活動空地としての基準は、次に定めるところによ

るものとする。 

ア ５パーセント以下の勾配
こうばい

の平坦地で、はしご車の進入路

（以下「消防車両進入路」という。）から容易に進入でき

るものとする。 

イ 幅６メートル以上、長さ１２メートル以上とし、消防活

動空地である旨を表示し、駐車禁止とするものとする。 

ウ 地盤は、はしご車の総重量に耐えられる構造とするもの

とする。 

エ 消防車両進入路は、次に掲げるとおりとするものとす

る。 

（ア） はしご車の総重量に耐えられる構造とするものと

する。 

（イ） 幅員は、６メートル以上とし、高さ４メートル以

上の空間を確保するものとする。 

（ウ） はしご車が容易に通行できる道路に接続するもの

とする。 

（エ） 消防車両進入路と道路が接続する角におけるすみ



切り、消防車両進入路が屈折する角におけるすみ切り及

び消防車両進入路と消防活動空地が接続する角における

すみ切りは、消防長が別に定めるところによる。 

オ 消防活動空地及び消防車両進入路の周囲には、はしご車

の通行、操作等の障害となる門、塀、電柱等の障害要因が

存在しないものとする。 

（２） 前号によるもののほか、次に定める要件の全てに該当

する場合にあっては、消防活動空地とみなすことができる。

ア 前号アからエに規定する構造を有すること。 

イ 事業区域又は当該区域に接する建築基準法第４２条第１ 

項に規定する道路であり、かつ、車道の幅員が８メートル

以 

上であること。 

ウ イに規定する道路と事業区域の境界から予定建築物まで 

の水平距離が、８メートル以下であること。 

（３） 進入経路は、次に定めるところによる。 

ア 道路から建築物への進入位置までの通路は、有効幅員１

メートル以上とする。 

イ アの進入位置から建築物の上階へ進入するため、バルコ

ニー（ベランダ及びテラスを含む。以下ウにおいて同

じ。）又は非常用エレベーターが設置されていること。 

ウ バルコニーは、０．７メートル以上の有効幅員を確保す

るものとする。 

エ 隔て板のみにより区分されるバルコニーを設置する場合

の隔て板は、容易に破壊できる構造とし、幅０．７メート

ル以上、高さ１．２メートル以上とする。 

オ 上階へ進入するための設備は、上階及び下階で操作する

ことができるハッチ式金属製はしごとし、ハッチの有効幅

員は、縦及び横それぞれ０．７メートル以上とする 



（４） 消防活動空地等の設置については、消防活動空地等設 

置計画書（別記第２７号様式）を提出し、消防長と協議する 

ものとする。 

（５） 緊急離発着場等 

ア 建築物の高さが４２メートルを超える病院その他の医療

機関及び防災に関係する公共機関を目的とする事前協議対

象事業にあっては、当該建築物の屋上に緊急離発着場を設

けるよう努めるものとする。 

イ アに定めるもののほか、建築物の高さが４２メートルを

超える建築物を目的とする事前協議対象事業にあっては、

当該建築物の屋上に緊急離発着場又は緊急救助用スペース

を設けるよう努めるものとする。 

ウ 緊急離発着場及び緊急救助用スペースを設置する場合

は、緊急離発着場等の設置概要書（別記第２６号様式）を

消防長に提出し協議するものとする。 

（６） 前各号に定めるもののほか、消防活動空地等の設置基

準は、消防長が別に定めるものとする。 

３ 集会施設の基準 集会施設の基準については、次によるものとする。 

（１） 計画戸数が５０以上の事前協議対象事業にあっては、

当該計画戸数から５０を減じた数に０．４平方メートルを乗

じた面積に３３平方メートルを加算した床面積以上とする。 

（２） 事業区域が１０，０００平方メートル以上であって計

画戸数が５０未満の事前協議対象事業にあっては、３３平方

メートル以上の床面積とする。 

（３） 戸建て住宅の新築を目的とする事前協議対象事業にあ

っては、原則として、公園に隣接して設けること。 

（４） 原則として、１階に設けること。 

（５） 戸建て住宅の新築を目的とする事前協議対象事業にあ



っては、集会施設の敷地は、当該集会施設の床面積に３を乗

じた面積以上であり、かつ、１３５平方メートル以上である

こと。 

（６） 共同住宅の場合は、エントランスホールを使用した計

画としてはならない。 

（７） 子育て支援施設を兼ねる場合は、第２２条第１項第２

号及び第３号に掲げる基準を満たすものであること。 

４ 自動車駐車施設

の基準 

（１） 自動車駐車施設については、次によるものとする。 

ア 集合住宅の用に供する目的で行う場合にあっては、別表

第１０に定める計画戸数との割合による数以上の計画台数

によること。ただし、市長が特に認めた場合は、この限り

でない。 

イ 戸建て住宅の用に供する目的で行う場合にあっては、１

宅地につき１台分以上の駐車場を設けるものとする。 

ウ ア及びイに規定する場合以外の用に供する場合にあって

は、市長と協議して自動車駐車施設を設けるものとする。 

エ 収容能力が２０台以上又は面積が５００平方メートル以

上の駐車場にあっては、自動車の騒音及び排気ガスの発生

を抑制するための注意を喚起するための看板を設置するこ

と。 

（２） 設置位置及び構造については、市長が別に定める。 

５ 自転車駐輪施設

の基準 

自転車駐輪施設については、次によるものとする。 

（１） 集合住宅の用に供する目的で行う場合は、計画戸数１

戸につき１台分以上かつ計画人口の半数以上の収納台数とす

るものとする。 

（２） 予定建築物の全部又は一部が店舗の用に供する目的で

行う場合にあっては、別表第１１により自転車置場を設ける

ものとする。 



（３） 予定建築物が前２号に規定する場合以外の用に供する

目的で行う場合にあっては、市長と協議の上、自転車置場を

設けるものとする。 

（４） 自転車置場の構造については、市長が別に定める。 

６ 交通安全施設の

基準 

交通安全施設については、次によるものとする。 

（１） カーブミラーは、道路の屈曲部、見通しの悪い交差点

等で、交通の安全を確認するため、十分な視認距離を確保で

きるよう、市長が別に定める基準に基づき設置するものとす

る。 

（２） 道路標識、区画線及び道路標示については、道路の構

造を保全し、又は交通の安全と円滑を図るため、必要な場所

に設けるものとし、その設置基準は市長が別に定めるものと

する。 

（３） 道路照明については、事業区域内外の交通事情を勘案

し、交差点、曲線部、横断歩道及び道路幅員が急激に変化す

る場所等に設置するものとし、その設置基準は市長が別に定

めるものとする。 

（４） 防護柵については、道路が崖、水路等に隣接している

場合又は屈曲部がある場合等、交通対策上危険を伴う恐れの

ある箇所に設置するものとし、その設置基準は市長が別に定

めるものとする。 

（５） 接続道路を拡幅した場合にあっては、道路幅員が変化

する箇所に衝突防止のための車止めを設置するものとし、そ

の設置基準は、市長が別に定めるものとする。 

（６） 歩道に切下げを設置する場合にあっては、歩道内に車

両の進入を防止するための車止めを設置するものとし、その

設置基準は、市長が別に定めるものとする。 

（７） 袋路状道路を新設する場合にあっては、交差点から行



き止まりであることが確認できない場合に限り、行き止まり

看板を設置するものとし、その設置基準は市長が別に定める

ものとする。 

 ７ 防犯施設の基

準 

防犯施設については、次によるものとする。 

（１） 防犯灯は、原則事業区域付近に設置されている又は事

前協議対象事業によって設置された電柱に取り付けるものと

する。ただし、これらの電柱に設置できない場合、事業区域

付近に既設電柱がない場合及び事前協議対象事業の施行に当

たり電柱の設置の必要性がない場合においては、防犯上、防

犯灯が必要な箇所に、鋼管ポールを設置し、これに取り付け

るものとする。 

（２） 照明器具は、ＲＢＳＳ（優良防犯機器認定制度）認定

灯具器具で自動点滅器装置の付いたものであり、ＬＥＤ灯を

使用するものとする。 

（３） 防犯灯の設置個所については、事業区域が属する自治

会と協議の上、決定するものとする。ただし、事業区域が属

する自治会がない場合は、市長と協議の上、決定するものと

する。 

（４） 設置防犯灯の規格は、原則１０ＶＡを基本とする。た

だし、自治会との協議の結果、より照度の高い器具を設置す

るこの限りでない。 

８ 防災備蓄施設の

基準 

防災備蓄施設については、次によるものとする。 

（１） 規模は、次のア及びイに掲げる事前協議対象事業を行

う目的に応じ、次のア及びイに定める規模とする。 

ア 主として住宅の用に供する目的 ５平方メートルを床面

積の下限とする。 

イ 主として住宅の用に供する目的以外の目的 １０平方メ

ートルを床面積の下限とする。 



（２） 位置は、ア及びイに定めるとおりとする。 

ア 災害の発生時を念頭に利用しやすい場所に設けるものと

する。 

イ 集会施設内又は集会施設に隣接して設けるものとする

（集会施設の設置が求められる事前協議対象事業に限

る。）。 

（３） 附帯施設の種類及び位置は、次のアからエまでに定め

るとおりとする。 

ア 災害用仮設トイレの設置を想定したマンホール（流下型

又は貯留型）を事業区域内の汚水排水施設に設けるものと

する。ただし、当該マンホールの設置が困難である場合

は、衛生的にし尿を貯留又は処理できる施設（便槽型）と

することができる。 また、各マンホールの上流部には、

水の貯留槽（弁付）を設置するものとする。 

イ かまどの機能を有するベンチその他のこれに類するガス

及び電気を使用せずに煮炊きすることが可能な施設を防災

備蓄施設に隣接する場所に設けるものとする。 

ウ 計画戸数１５０以上の事前協議対象事業においては、災

害発生時に使用できる生活用水用の井戸を防災備蓄施設に

近接する場所に設けるものとする。 

エ 計画戸数１５０未満の事前協議対象事業においては、ウ

に規定する井戸をウに規定する場所に設けるよう努めるも

のとする。 

別表第６（第２１条関係） 

その他の基準 

種別 基準 

１ 緑化の基準 緑化の基準は、次によるものとする。ただし、都市広場及び都

市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条に規定する都市公園



内での事業はこの限りでない。 

（１） 事業区域の緑化面積は、別表第１２で定めるとおりとす

る。 

（２） 既存の道路に接する事業区域の部分（事業区域内に新設

される道路（以下「新設道路」という。）の部分を除く。）及

び新設道路に接する事業区域内の当該新設道路以外の部分（以

下これらの部分を「接道部」という。）には、別表第１３で定

める本数の高木を植栽するものとする。 

（３） 前号に定めるもののほか、接道部には、接道緑化率（接

道部の距離に対する当該接道部について緑化すべき距離の割合

をいう。以下同じ。）に基づき植栽帯を設けるものとし、接道

緑化率は、建築物の種類及び敷地面積の区分に応じて別表第１

４で定めるとおりとする。 

（４） ３，０００平方メートル未満の事業区域にあっては、前

３号の規定にかかわらず別表第１５に定めるところにより、当

該事業区域内を緑化することができる。 

（５） 前各号に定めるもののほか、緑化の基準については、市

長が別に定めるところによる。 

２ 良好な景観及

び環境の形成の

ための基準 

新川耕地区域及び利根運河区域（市街化調整区域に限る。）に

おける事前協議対象事業において、良好な景観及び環境の形成の

ために必要な基準は、次のとおりとする。 

（１） 緑化の面積は、公園等により事業区域の面積の２０パー

セント以上を確保するものとする。この場合においては、別表

第１６及び別表第１７により植栽をするものとする。 

（２） 建築物の高さは、別表第１８に定める数値以下とする。

ただし、特に景観及び環境に配慮していると市長が認めた場合

は、この限りでない。 

（３） 建築物は、周辺の農地に対して、日影、照明及び風など



により耕作の障害となることのないよう配慮するものとする。 

（４） 建築物は、主要地方道松戸野田線と流山市道１９０１７

号線の交差する地点から野田市との行政境界までの主要地方道

松戸野田線の部分（以下「新川の道」という。）に面する側の

建築物の幅の合計が、新川の道に面する部分の敷地の幅の４分

の３以下とする。ただし、特に景観及び環境に配慮していると

市長が認めた場合は、この限りでない。 

（５） 建築物の道路に面する外壁又はこれに代わる柱の面から

当該道路の境界線までの距離は、１０メートル以上とする。た

だし、特に景観及び環境に配慮していると市長が認めた場合

は、この限りでない。 

（注） 新川耕地区域及び利根運河区域とは、流山市景観条例（平成１９年流山市条例

第４８号）別表第１に掲げる新川耕地区域及び利根運河区域をいう。以下同じ。 

別表第７（第２３条関係） 

壁面等の後退 

用途 規模（延べ面積） 距離 

中高層建築物 ５，０００平方メートル未満 １．０メートル 

５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満 

１．５メートル 

１０，０００平方メートル以上 ２．０メートル 

特定用途建築物 ― ２．０メートル 

別表第８（第２４条関係） 

中高層建築物の各部分の高さ 

区域 用途地域 数値 

市街化区域 第一種中高層住居専用地域 １５ 



第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域（事業区域が、近隣

商業地域又は商業地域以外の地域に

接する場合に限る。） 

商業地域（事業区域が、近隣商業

地域又は商業地域以外の地域に接す

る場合に限る。） 

準工業地域 

工業地域 

市街化調整区域 ― １０ 

（注） この表は、隣地境界線から４ｍの水平距離の範囲内にある中高層建築物の各部

分の高さに適用する。 

別表第９（第２６条関係） 

市街化調整区域内の建築物の高さ 

項目 基準 

建築物の高さ 冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間にお

いて、平均地盤面からの高さ１．５メートルの水平面（事業区

域内の部分を除く。）に、事業区域と当該事業区域に接する土

地との境界線（以下「事業区域の境界線」という。）からの水

平距離が５メートルを超える範囲において、事業区域の境界線

からの水平距離が１０メートル以内の範囲における日影時間は

４時間及び事業区域の境界線からの水平距離が１０メートルを

超える範囲における日影時間は２．５時間以上日影となる部分

を生じさせることのない高さとし、１０メートルを超えないよ



う努めるものとする。 

別表第１０（別表第５関係） 

別表第５の４自動車駐車施設の基準の項第１号ア自動車駐車計画台数 

事業区域の規模 １，０００平方メート

ル未満 

１，０００平方メート

ル以上 
区分 

市街化区域 近隣商業地域 

商業地域 

５０パーセント ７０パーセント 

その他の地域 ７０パーセント １００パーセント 

市街化調整区域 ― ７０パーセント １００パーセント 

（注１） グリーンチェーン認定レベル（流山市みどりのまちなみ整備事業補助金交付

要綱（昭和６３年流山市告示第５６号）第２条第４号に規定する水準をいう。）が１

以上（事業区域の規模が３，０００平方メートル以上のときは２以上）を取得し、か

つ、周辺住民の住環境に配慮したと市長が認める場合の市街化区域における割合は、

事業区域の規模が１，０００平方メートル未満の近隣商業地域又は商業地域にあって

は３０パーセント、その他の地域にあっては５０パーセント、事業区域の規模が１，

０００平方メートル以上の近隣商業地域又は商業地域にあっては５０パーセント、そ

の他の地域にあっては８０パーセントとすることができる。 

（注２） 計画台数は、この表の区分に応じて、計画戸数にこの表に定める割合（この

表の規定が適用される場合は、当該の規定の適用後の割合）を乗じて得た数とし、当

該数に１未満の端数があるときはこれを切り上げる。 

別表第１１（別表第５関係） 

別表第５の５自転車駐輪施設の基準の項第２号自転車駐輪計画台数 

施設の用途 施設の規模 自転車置場の規模 

百貨店、スーパーマーケット

その他の小売店舗 

売場面積が２００平方メ

ートルを超えるもの 

売場面積２０平方メー

トルごとに１台 



銀行その他の金融機関 売場面積が１５０平方メ

ートルを超えるもの 

売場面積１５平方メー

トルごとに１台 

遊技場 売場面積が１００平方メ

ートルを超えるもの 

売場面積１０平方メー

トルごとに１台 

飲食店 店舗面積が３００平方メ

ートルを超えるもの 

売場面積３０平方メー

トルごとに１台 

（注１） 遊技場とは、パチンコ屋、ゲームセンターその他これらに類するものをいう。 

（注２） 飲食店とは、レストラン、食堂、喫茶店その他のこれらに類するものをいう。 

別表第１２（別表第６関係） 

別表第６の１緑化の基準の項第１号の事業区域内緑化 

建築物等の種類 敷地内緑化面積（平方メートル） 

市街化区域 市街化調整区域 

戸建て住宅 次の算式により算出される数値以上の

緑化面積を確保するものとする。 

敷地面積×（１－法定建ぺい率）×２

０パーセント 

事業区域の１５パー

セント以上とする。 

集合住宅 次の算式により算出される数値以上の

緑化面積を確保するものとする。 

敷地面積×（１－法定建ぺい率）×２

０パーセント 

事業区域の１５パー

セント以上とする。 

店舗・事務所、工

場、倉庫、会館・

病院・老人ホー

ム、学校・保育所

その他これらに類

次の算式により算出される数値以上の

緑化面積を確保するものとする。 

敷地面積×（１－法定建ぺい率）×２

０パーセント 

事業区域の１５パー

セント以上とする。 



するもの 

上記以外の建築物

等 

必要に応じ市長が定める。 事業区域の１５パー

セント以上とする。 

（注１） 敷地内緑化面積は、水平面の緑化面積及び垂直面の緑化面積の合計とする。 

（注２） 敷地内緑化面積には、事前協議対象事業の施行に当たり整備しなければなら

ない公園等の面積は含めないものとする。 

（注３） 敷地内緑化面積には、接道部緑化の面積を算入することができるものとする。 

（注４） 建築物の用途が２以上にわたる場合における敷地内緑化面積は、当該建築物

の主たる用途による敷地内緑化面積によるものとする。ただし、集合住宅とそれ以外

の用途を有する建築物にあっては、当該集合住宅の部分の床面積が当該建築物の床面

積の８分の７を超える場合に限り、集合住宅の基準を適用する。 

（注５） 事業区域が市街化区域と市街化調整区域とにわたる場合における敷地内緑化

面積は、市街化区域における敷地内緑化面積によるものとする。 

（注６） 敷地内緑化面積の算定に当たり、小数点以下の端数が生じたときは当該端数

を切り上げるものとする。 

（注７） 法定建ぺい率とは、建築基準法第５３条の規定によるもの（同条の規定によ

り建ぺい率が緩和される場合は、当該緩和に係る規定の適用前の建ぺい率とする。）

をいう。 

別表第１３（別表第６関係） 

別表第６の１緑化の基準の項第２号高木の本数 

建築物の種類 接道部における高木の本数 

戸建て住宅 次の算式により算出される数値以上の本数を

植栽するものとする。 

接道部の距離／８ 

集合住宅 次の算式により算出される数値以上の本数を

植栽するものとする。 

接道部の距離×接道緑化率／８ 



店舗・事務所、工場、倉庫、会館・

病院・老人ホーム、学校・保育所そ

の他これらに類するもの 

次の算式により算出される数値以上の本数を

植栽するものとする。 

接道部の距離×接道緑化率／８ 

上記以外の建築物等 次の算式により算出される数値以上の本数を

植栽するものとする。 

接道部の距離×接道緑化率／８ 

（注１） 各算式により算出された数値が１に満たない場合には、１本以上の高木を植

栽するものとする。 

（注２） 接道部の距離の算定に用いる単位は「メートル」とする。 

（注３） 接道部における高木の本数の算定に当たり、小数点以下の端数が生じたとき

は、当該端数を切り捨てるものとする。 

（注４） 建築物の用途が２以上にわたる場合における接道部における高木の本数は、

当該建築物の主たる用途による接道部における高木の本数によるものとする。ただし、

集合住宅とそれ以外の用途を有する建築物にあっては、当該集合住宅の部分の床面積

が当該建築物の床面積の８分の７を超える場合に限り、集合住宅の基準を適用する。 

別表第１４（別表第６関係） 

別表第６の１緑化の基準の項第３号接道緑化率 

建築物の敷地面積 戸建て住宅 

集合住宅 

店 舗 ・ 事 務

所、工場、倉

庫、会館・病

院・老人ホー

ムその他これ

らに類するも

の 

学校・保育所

その他これら

に類するもの 

左記以外の

建築物等 

１５０平方メートル未

満 

０．６ ０．５ ０．６ ０．５ 

１５０平方メートル以 ０．７ ０．５ ０．６ ０．７ 



上５００平方メートル

未満 

５００平方メートル以

上１，０００平方メー

トル未満 

０．７ ０．５ ０．６ ０．７ 

１，０００平方メート

ル以上３，０００平方

メートル未満 

０．７ ０．５ ０．７ ０．７ 

３，０００平方メート

ル以上１０，０００平

方メートル未満 

０．８ ０．６ ０．７ ０．７ 

１０，０００平方メー

トル以上３０，０００

平方メートル未満 

０．８ ０．８ ０．８ ０．７ 

３０，０００平方メー

トル以上 

０．８ ０．８ ０．８ ０．８ 

（注１） 植栽帯の長さは、接道部の距離に接道緑化率を乗じて得た数値とする。 

（注２） 植栽帯の高さは、道路からの樹木可視部分の平均の高さを４０センチメート

ル以上のものとする。この場合において、植栽地盤面が道路と同じ高さ又は道路より

も高い場合の植栽地盤面から２メートルを超える植栽帯の部分の高さは、平均の高さ

の算定に当たっては算入しない。また、道路よりも植栽地盤面が低い場合の道路の高

さから２メートルを超える植栽帯の部分の高さは、平均の高さの算定に当たって算入

しない。 

（注３） 建築物の用途が２以上の場合における接道緑化率は、当該建築物の主たる用

途による接道緑化率によるものとする。ただし、集合住宅とそれ以外の用途を有する

建築物にあっては、当該集合住宅の部分の床面積が当該建築物の床面積の８分の７を



超える場合に限り、集合住宅の基準を適用する。 

別表第１５（別表第６関係） 

別表第６の１緑化の基準の項第４号の事業区域内緑化 

建築物との

種類 

接道緑

化率 

敷地内緑化面積 

市街化区域 市街化調整区

域 

戸建て住宅 ０．５

以上 

囲障を生け垣又は生け垣に準じたものとす

る。 

囲障を生け

垣又は生け垣

に準じたもの

とする。 

集合住宅 ０．５

以上 

商業地域及

び近隣商業

地域 

建ぺい空地面積の１０パー

セント以上とする。 

敷地面積の

１５パーセン

トと建ぺい空

地面積の１８

パーセントの

いずれか大き

い方の面積以

上とする。 

商業地域及

び近隣商業

地域以外の

地域 

敷地面積が

１，０００平方

メートル未満 

建ぺい空

地面積の１

５パーセン

ト以上とす

る。 

敷地面積が

１，０００平方

メートル以上 

建ぺい空

地面積の１

８パーセン

ト以上とす

る。 

店舗・事務

所 

０．５

以上 

商業地域及

び近隣商業

地域 

建ぺい空地面積の５パーセ

ント以上とする。 

敷地面積の

１５パーセン

ト 以 上 と す



商業地域及

び近隣商業

地域以外の

地域 

敷地面積が

１，０００平方

メートル未満 

建ぺい空

地面積の５

パーセント

以 上 と す

る。 

る。 

敷地面積が

１，０００平方

メートル以上 

建ぺい空

地面積の１

０パーセン

ト以上とす

る。 

工場 ０．５

以上 

建ぺい空地面積の２５パーセント以上とす

る。 

敷地面積の

１５パーセン

トと建ぺい空

地面積の２５

パーセントの

いずれか大き

い方の面積以

上とする。 

倉庫 ０．５

以上 

建ぺい空地面積の１５パーセント以上とす

る。 

敷地面積の

１５パーセン

ト 以 上 と す

る。 

会 館 、 病

院、老人ホ

ームその他

これらに類

するもの 

０．５

以上 

商業地域及び近

隣商業地域 

建ぺい空地面積の１０

パーセントとする。 

敷地面積の

１５パーセン

ト 以 上 と す

る。 
商業地域及び近

隣商業地域以外

建ぺい空地面積の１５

パーセント以上とする。 



の地域 

学校保育所

その他これ

らに類する

もの 

０．５

以上 

建ぺい空地面積の１５パーセントとする。 敷地面積の

１５パーセン

ト 以 上 と す

る。 

上記以外の

建築物等 

０．５

以上 

必要に応じて市長が定める 敷地面積の

１５パーセン

ト 以 上 と す

る。 

（注１） 建ぺい空地面積とは、建築物の敷地面積から建築面積を除いた面積をいう。 

（注２） 事業区域が商業地域及び近隣商業地域とこれら以外の用途地域にわたる場合

は、主たる用途地域によるものとする。 

（注３） 事業区域が市街化区域と市街化調整区域とにわたる場合における敷地内緑化

面積は、市街化区域における敷地内緑化面積によるものとする。 

（注４） 建築物が２以上の用途に供される場合は、当該建築物の主たる用途によるも

のとする。ただし、集合住宅とそれ以外の用途を有する建築物にあっては、当該集合

住宅の部分の床面積が当該建築物の床面積の８分の７を超える場合に限り、集合住宅

の基準を適用する。 

（注５） 敷地内緑化面積は、水平面の緑化面積及び垂直面の緑化面積の合計とする 

（注６） 敷地内緑化面積には、事前協議対象事業の施行に当たり整備しなければなら

ない公園等の面積は含めないものとする。 

（注７） 敷地内緑化面積には、接道部緑化の面積を算入することができるものとする。 

（注８） 敷地内緑化面積の算定に当たり、小数点以下の端数が生じたときは、当該端

数を切り上げるものとする。 

別表第１６（別表第６関係） 

別表第６の２良好な景観及び環境の形成のための基準第１号の植栽 

（その１） 



区分 新川の道に接する部分の

緑化 

新川の道に接する部分以外

の緑化 

新川耕地区域の新川の森

景観保全ゾーン及び新川

耕地景観保全ゾーン並び

に利根運河区域（市街化

調整区域に限る。） 

― 新川の道に接する部分以

外の事業区域の周囲及び新

設道路に係る接道部にあっ

ては、当該周囲及び接道部

の距離の合計の８０パーセ

ント以上とし、その幅は１

メートル以上とする。 

新川耕地区域の新川の連

なる緑の景観創出ゾーン 

― 新川の道に接する部分以

外の事業区域の周囲及び新

設道路に係る接道部にあっ

ては、当該周囲及び接道部

の距離の合計が８０パーセ

ント以上とし、その幅は２

メートル以上とする。 

新川耕地区域の新川の道

景観形成ゾーン 

接する部分の距離の７０

パーセント以上とし、当

該接する部分の緑化の幅

は６メートル以上とす

る。 

新川の道に接する部分以

外の事業区域の周囲及び新

設道路に係る接道部にあっ

ては、当該周囲及び接道部

の距離の合計の８０パーセ

ント以上とし、その幅は１

メートル以上とする。 

（注） 新川の森景観保全ゾーン、新川耕地景観保全ゾーン、新川の連なる緑の景観創

出ゾーン及び新川の道景観形成ゾーンとは、流山市景観計画（平成１９年流山市告示

第２２３号）に定める各ゾーンをいう。以下同じ。 

別表第１７（別表第６関係） 

別表第６の２良好な景観及び環境の形成のための基準第１号の植栽 



（その２） 

区分 新川の道に接する部分の

植栽本数 

新川の道に接する部分以外

の植栽本数 

新川耕地区域の新川の森

景観保全ゾーン及び新川

耕地景観保全ゾーン並び

に利根運河区域（市街化

調整区域に限る。） 

― 次に掲げる本数の樹木を

植栽するものとする。 

（１） 次のいずれかに

適合する本数 

新川耕地区域の新川の連

なる緑の景観創出ゾーン 

ア 高木 接道部以外

の部分の面積を１０

で除した本数以上 

イ 高木 接道部以外

の部分の面積を２０

で除した本数以上 

低木 ２０平方メ

ートル当たり２０本

以上 

（２） 中木 ２０平方

メートル当たり８本以

上 

新川耕地区域の新川の道

景観形成ゾーン 

次に掲げる本数の樹木

を植栽するものとする。 

（１） 高木 接道部

の距離を８で除した

本数以上 

（２） 次のいずれか

次に掲げる本数の樹木を

植栽するものとする。 

（１） 次のいずれかに

適合する本数 

ア 高木 接道部以外

の部分の面積を１０



に適合する本数 

ア 中木 ２０平方

メートル当たり８

本以上 

イ 低木 ２０平方

メートル当たり３

２本以上 

で除した本数以上 

イ 高木 接道部以外

の部分の面積を２０

で除した本数以上 

低木 ２０平方メ

ートル当たり２０本

以上 

（２） 中木 ２０平方

メートル当たり８本以

上 

（注１） 高木とは、地上１．２メートルにおける幹の周長が３０センチメートル以上

で、かつ、高さが５メートル以上の樹木をいう。 

（注２） 中木とは、高さ１．２メートル以上５メートル未満の樹木をいう。 

（注３） 低木とは、高さ１．２メートル未満の樹木をいう。 

別表第１８（別表第６関係） 

別表第６の２良好な景観及び環境の形成のための基準第２号の建築物の高さ 

区分 高さ 

新川耕地区域の新川の道景観形成ゾー

ン、新川の森景観保全ゾーン及び新川耕

地景観保全ゾーン並びに利根運河区域

（市街化調整区域に限る。） 

冬至日の真太陽時による午前８時から

午後４時までの間において、平均地盤面

からの高さ１．５メートルの水平面（当

該建築物の事業区域内の部分を除く。）

に、事業区域の境界線からの水平距離が

５メートルを超える範囲において、事業

区域の境界線からの水平距離が１０メー

トル以内の範囲における日影時間は４時

間及び事業区域の境界線からの水平距離

が１０メートルを超える範囲における日

影時間は２．５時間以上日影となる部分



を生じさせることのない高さとし、１０

メートルを限度とする。 

新川耕地区域の新川の連なる緑の景観創

出ゾーン 

冬至日の真太陽時による午前８時から

午後４時までの間において、平均地盤面

からの高さ１．５メートルの水平面（当

該建築物の事業区域内の部分を除く。）

に、事業区域の境界線からの水平距離が

５メートルを超える範囲において、事業

区域の境界線からの水平距離が１０メー

トル以内の範囲における日影時間は４時

間及び事業区域の境界線からの水平距離

が１０メートルを超える範囲における日

影時間は２．５時間以上日影となる部分

を生じさせることのない高さとし、２０

メートルを限度とする。ただし、良質な

景観の形成と周辺との調和及び環境に配

慮した地区計画（法第１２条の４第１項

第１号の地区計画をいう。）を定め、当

該計画において３１メートルを限度とし

て建築物等の高さの制限を定めた場合

は、この限りでない。 

別記 



第１号様式（第５条、第８条関係） 

 



第２号様式（第５条、第９条、第１２条関係） 

 



第３号様式（第６条、第１０条関係） 

 



第４号様式（第６条、第１０条関係） 

 



第５号様式（第７条関係） 

 



 



第６号様式（第９条、第１４条関係） 

 



第７号様式（第９条、第１４条関係） 

 



 



第８号様式（第９条、第１４条関係） 

 



 



第９号様式（第９条、第１４条関係） 

 



 



第１０号様式（第９条関係） 

 



第１１号様式（第９条関係） 

 



第１２号様式（第１２条関係） 

 



第１３号様式（第１２条関係） 

 



第１４号様式（第１２条関係） 

 



第１５号様式（第１２条関係） 

 



第１６号様式（第１３条関係） 

 



第１７号様式（第１５条関係） 

 



第１８号様式（第１６条関係） 

 



第１９号様式（第１７条関係） 

 



第２０号様式（第１７条関係） 

 



第２１号様式（第１７条関係） 

 



第２２号様式（第２７条関係） 

 



第２３号様式（第２７条関係） 

 



第２４号様式（第２８条関係） 

 



第２５号様式（第２９条関係） 

 



第２６号様式（別表第５関係） 

 



  

・第２７号様式（別表第５関係） 

第２７号様式（別表第５関係）  

消防活動空地等設置計画書  

  年   月   日  

 （宛先）  流山市消防長  

                届出者  住  所    

氏  名         

電  話  

消防活動空地等の設置計画について、次のとおり届出ます。  

建築物の名称   

所在地   

設計者  

名称・所在地  

 

施工者  

名称・所在地  

 

 

建 築 物 の 構 造 ・ 規

模等  

用  途   

構  造   

建築面積   延べ面積   

軒  高   最高の高さ   

階  数   

消防用設備等  

（予定を含む）  

 

その他  １  屋外直通階段の数 （  ）  

２  非常用 EVの有無（  ）  

３  連結送水管の有無 （  ）  

※  受付欄  ※  種  別  ※  事前協議対象事業 番号  

 １  敷 地 内 消 防 活 動 空 地  

２  道 路 等 み な し 消 防 活 動 空 地  

３  進 入 経 路 確 保 １ (避 難 ハ ッ チ 等 )  

４  そ の 他 （          ）   

 

１  関係図書（案内 図、配置図、各階平 面図、立面図、耐圧 舗装構造図、標識・ 表

示に関する詳細図及 び各種器具等に関す る書類並びにその他 必要と認められる図 面

等）を添付してくだ さい。  

２  正副２部提出し てください。  

３  ※印の欄は、記 入しないでください 。  


